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譲
受
人
を
募
集
し
ま
す
。

市
有
財
産
（
船
）
を
地
域
活
性
化
事
業
に
活
用
し
て
み
ま
せ
ん
か

　

関
係
法
令
を
遵
守
し
、
船
体

　
検
査
を
含
め
た
船
舶
の
管
理
お

　
よ
び
運
行
を
行
う
こ
と

　

船
舶
の
故
障
・
破
損
ま
た
は

　
事
故
に
つ
い
て
は
、
市
で
は
一

　
切
の
責
任
を
負
わ
な
い

　


～

ま
で
の
条
件
に
反

　
し
た
場
合
、
財
産
（
船
）
を
市

　
に
返
却
す
る
も
の
と
す
る

【
応
募
資
格
】

　
①
市
内
に
住
所
ま
た
は
事
業
拠

　
点
を
有
し
て
い
る
団
体

　
②
河
川
や
湖
沼
な
ど
に
お
け
る

　
船
舶
に
よ
る
事
業
実
績
を
持
っ

　
て
い
る
こ
と

　
③
船
舶
を
保
管
す
る
場
所
お
よ

　
び
船
舶
の
管
理
能
力
を
有
し
て

　
い
る
こ
と

　
④
団
体
構
成
員
の
中
に
、
小
型

　
船
舶
操
縦
免
許
証
を
保
持
す
る

　
人
が
い
る
こ
と

　
⑤
船
舶
の
安
全
運
航
管
理
に
係

　
る
知
識
と
経
験
を
有
し
て
い
る

　
こ
と

　
※
そ
の
ほ
か
の
詳
細
は
、
総
務

　
部
総
務
課
財
産
係
に
備
え
付
け

　
の
募
集
要
項
（
市
ホ
ー
ム
ペ
ー

　
ジ
か
ら
も
ダ
ウ
ン
ロ
ー
ド
可
）

　
を
ご
覧
く
だ
さ
い
。

　
市
で
は
、
北
上
川
定
期
船
事
業

の
廃
止
に
伴
い
、
事
業
に
利
用
し

て
い
た
定
期
船
２
隻
に
つ
い
て
、

地
域
活
性
化
事
業
に
活
用
し
て
も

ら
う
た
め
、
公
募
型
プ
ロ
ポ
ー
ザ

ル
方
式
（
※
１
）
に
よ
り
譲
受
人

を
募
集
し
ま
す
。

【
※
１
】
　
公
募
型
プ
ロ
ポ
ー
ザ
ル

　
方
式
と
は
、
公
募
に
よ
り
複
数

　
の
団
体
（
受
託
希
望
者
）
か
ら

　
そ
の
目
的
に
合
致
し
た
企
画
を

　
提
案
し
て
も
ら
い
、
そ
の
中
か

　
ら
企
画
・
提
案
能
力
の
あ
る
団

　
体
を
選
ぶ
方
式
の
こ
と
。

【
財
産
（
船
）
の
概
要
】

　
汽
船
＝
第
１
つ
や
ま
丸

　
　
　
　
第
２
つ
や
ま
丸（
同
型
）

　
船
質
＝
Ｆ
Ｒ
Ｐ
　
　

　
長
さ
＝
６
・
７
８
丿
　
　

　
幅
＝
２
・
０
７
丿
　
　

　
深
さ
＝
０
・
７
９
丿

　
製
造
者
＝
ヤ
マ
ハ
発
動
機
㈱

　
製
造
者
型
式
＝
Ｈ
５
７

　（
平
成
３
年
４
月
取
得
）

　
※
船
外
機
な
し

【
譲
与
の
条
件
】

　

船
舶
を
利
用
し
、
市
の
産
業

　
振
興
や
観
光
振
興
な
ど
地
域
の

　
活
性
化
に
結
び
付
く
事
業
に
活

　
用
す
る
こ
と

　

譲
与
の
日
か
ら
２
年
間
、
毎

　
年
の
利
用
実
績
の
報
告
を
行
う

　
こ
と

　

譲
与
の
日
か
ら
２
年
間
、
譲

　
渡
・
売
却
お
よ
び
有
償
貸
与
を

　
し
な
い
こ
と

　

船
舶
を
現
在
の
保
管
場
所
か

　
ら
、
譲
受
者
の
責
任
で
、
引
き

　
渡
し
の
日
に
提
案
し
た
保
管
場

　
所
に
運
搬
す
る
こ
と

【
応
募
方
法
】　

　
総
務
部
総
務
課
財
産
係
に
備

　
え
付
け
の
申
請
書（
市
ホ
ー
ム

　
ペ
ー
ジ
か
ら
も
ダ
ウ
ン
ロ
ー
ド

　
可
）
に
必
要
事
項
を
記
入
し
、

　
次
の
書
類
を
添
え
て
、
直
接
総

　
務
課
財
産
係
に
申
請
し
て
く
だ

　
さ
い
。

　
①
誓
約
書
（
様
式
第
２
号
）

　
②
代
表
者
の
住
民
票
ま
た
は
法

　
人
登
記
簿
謄
本

　
③
納
税
証
明
書
（
市
税
）

　
④
船
舶
を
利
用
し
た
事
業
計
画

　
書
お
よ
び
収
支
計
画

　
⑤
保
管
場
所
を
含
め
た
船
舶
の

　
管
理
計
画

　
⑥
小
型
船
舶
操
縦
免
許
保
持
者

　
の
有
無
お
よ
び
運
航
時
の
安
全

　
運
航
管
理
体
制

　
⑦
事
業
実
績
な
ど

【
募
集
期
間
】

　
　
月
　
日
（
金
）
～

１０

２２

　
　
月
　
日
（
金
）

１１

１９

　
午
前
９
時
～
午
後
５
時

　
※
土
曜
日
・
日
曜
日
・
祝
日
は

　
除
く

【
申
し
込
み
・
問
い
合
わ
せ
】

　
総
務
部
総
務
課
　
財
産
係

　
緯
０
２
２
０
（
　
）
２
０
９
１

２２

▲北上川定期船として活躍していた「第１つやま丸」　※今回の公募では、船外機は付きません。

▲「第１つやま丸」（写真右）と「第２つやま丸」（写真左）

9 Oct.2010

【浄化槽市町村整備推進事業】

　この事業は、使用者に設置費用の一部（分担金）と公共下

　水道や農業集落排水と同様に浄化槽使用料を納めてもらい、

　市が個人に代わって責任をもって浄化槽設置工事から維持

　管理までを行うものです。この浄化槽を希望する人は次の

　条件で設置することができます。

【対象区域】　公共下水道事業・農業集落排水事業の整備計画

　区域以外の区域

【設置対象者】　市内に居住している個人または市内に居住予

　定の個人

【設置条件】　①浄化槽を設置できる個人所有の用地（宅地）

　があること

　②浄化槽の設置工事の作業範囲（３ｍ×５ｍ）を確保でき

　ること

　③維持管理に必要なバキューム車などが入れるスペースが

　あること

　④浄化槽からの放流先が確保されていること

　⑤浄化槽設置完了後、直ちに排水設備（便所・台所・風呂

　など）を接続し使用すること

【平成２２年度予定基数】　117基

　９月末現在４５基設置しましたが、まだ予定基数に余裕があ

　ります。

【申請期限】　原則として平成２２年１２月末まで

【使用者負担】　

　殺受益者分担金（金額：113,000円。設置工事費の一部と

　して負担していただきます。支払いは翌年度の７月に市が

　送付する納付書で納付となります。５年分割払い（年４回

　５年分割２０回払い）と一括払いの選択ができます）

　殺排水設備工事費、車過重対応・ポンプ設備などの特殊条

　件の工事費用

登米市公共下水道事業計画（迫処理区）の実施区域が変更になります。

皐見直し個所の確認について

　関係総合支所に区域確認用図面を備え付け

ています。

　区域の詳細は、下水道課備え付けの区画割

り平面図を確認していただきますようお願い

します。

【問い合わせ】　

　建設部下水道課　事業管理係　

　緯 0220（34）2358・2359　

　※上水道を農業用として大量に使用しているなど、上水道

　使用量を基準とすることが適当でない場合、認定水量によ

　る算定もあります。

【その他】　申請書受理後から工事完了まで２カ月程度の期間

　を要しますので、使用開始予定時期に間に合うよう、早め

　に申請してください。

　また、融資あっせん制度や排水設備工事の補助金制度など

　接続を支援する制度もあります。

　詳しくは下記まで問い合わせください。

【問い合わせ】　建設部下水道課　農業集落排水係

　緯 0220（34）2358

　殺ブロア（送風機）を動かす電気設備（防水型コンセント）

　の工事費および電気代

　殺毎月の浄化槽使用料（上水道使用量により算定）　　

　殺１カ月当たりの浄化槽使用料金表

金　　額上水道使用量区　分

1,500円10まで基本使用料

150円

１
につき

20～11

超過使用料

（基本使用料に加えます）

160円50～21

165円200～51

170円～201

皐登米市公共下水道事業（迫処理区）計画区域見直しの概要

は？

　下水道管を深く設置しなければならない個所や家屋間距離

が長いためマンホールポンプを必要とするなど、不経済とな

る区域を削除し、集合処理(下水道事業）から個別処理(浄化槽

設置整備事業）へ見直しました。

　区域外流入により、既に公共下水道に接続済みの個所、既

認可区域に接する宅地で、今後下水道事業により整備するこ

とが経済的となる区域、ならびに長沼工業団地開発区域を集

合処理区域へ追加しました。

皐迫処理区（迫町・中田町・南方町・登米町）の下水道事業

実施区域の見直しを行いました。

　登米市内の公共下水道事業は平成元年に迫町公共下水道事

業に着手以降現在に至っています。合併後、平成１８年度に、

これからの下水道事業経営・財政状況を考慮した効率的な下

水道整備のための『下水道基本構想』を策定し、公共下水道

事業、農業集落排水事業、浄化槽整備事業として整備を進め

る範囲・区域の検討を行ってきました。

　今回、登米市公共下水道事業（迫処理区）の下水道事業認

可変更に合わせて、実施区域の見直しを行ったものです。

浄化槽で住みよい街を

皐迫処理区見直し状況　

　全体計画面積1,290ｈaに変更し、整備を進めます。 単位：ha

新全体計画面積見直し面積現全体計画面積迫処理区

585.2－49.6634.8迫　町

386.1－107.9494.0中田町

150.3－15.9166.2南方町

168.4－7.6176.0登米町

1290.0－181.01,471.0合　計

　殺１カ月当たりの使用料金算定例

浄化槽使用料上水道使用量

1,500円10

3,800円25

7,800円50




